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連結貸借対照表

第４７期　貸借対照表・損益計算書
2022年８月２５日 代表取締役社長 近　藤　洋　介

連結貸借対照表（2022年５月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額

資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物及び構築物
機械装置及び運搬具
土地
リース資産
建設仮勘定
その他
無形固定資産
投資その他の資産
投資有価証券
繰延税金資産
投資不動産
その他
貸倒引当金　

11,589,474
2,948,842
169,284
809,710
2,085,961
2,779,121
988,157
430,990
1,248,135
130,847
△1,578

6,920,379
3,578,858
1,528,684
505,618
1,361,274

6,621
61,278
115,380
102,628
3,238,892
842,332
280,664
1,863,109
255,526
△2,740　

負債の部
流動負債 2,533,661
支払手形及び買掛金 623,496
電子記録債務 690,332
短期借入金 244,352
リース債務 4,634
未払法人税等 326,930
役員賞与引当金 25,500
賞与引当金 9,717
受注損失引当金 13,754
その他 594,944

固定負債 1,009,927
長期借入金 161,564
退職給付に係る負債 744,679
その他 103,683

負債合計 3,543,588
純資産の部
株主資本 14,214,552
資本金 2,623,347
資本剰余金 3,092,112
利益剰余金 9,133,235
自己株式 △634,143
その他の包括利益累計額 667,799
その他有価証券評価差額金 238,951
繰延ヘッジ損益 12,646
為替換算調整勘定 429,701
退職給付に係る調整累計額 △13,499
非支配株主持分 83,913
純資産合計 14,966,265

資産合計 18,509,853 負債・純資産合計 18,509,853

連結計算書類
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連結損益計算書

連結損益計算書（2021年６月１日から2022年５月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 10,354,103
売上原価 6,269,698
売上総利益 4,084,404
販売費及び一般管理費 2,646,573
営業利益 1,437,830
営業外収益
受取利息及び配当金 9,382

不動産賃貸料 125,721

持分法による投資利益 36,969

その他 79,783 251,858
営業外費用
支払利息 4,353

不動産賃貸費用 68,630

その他 1,929 74,913
経常利益 1,614,776
特別利益
固定資産売却益 927 927
特別損失
減損損失 21,420

固定資産売却損 1,717 23,138
税金等調整前当期純利益 1,592,565
法人税、住民税及び事業税 490,550

法人税等調整額 △75,701 414,849
当期純利益 1,177,716
非支配株主に帰属する当期純利益 7,453
親会社株主に帰属する当期純利益 1,170,263
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2021年６月１日から2022年５月31日まで） (単位：千円)

株　　　主　　　資　　　本 その他の包括
利 益 累 計 額

資　本　金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証
券評価差額金

2021年６月１日残高 2,623,347 3,092,112 8,246,261 △634,001 13,327,720 349,114

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △283,288 △283,288

親会社株主に帰属する当期純利益 1,170,263 1,170,263

自己株式の取得 △142 △142

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △110,162

連結会計年度中の変動額合計 － － 886,974 △142 886,831 △110,162

2022年５月31日残高 2,623,347 3,092,112 9,133,235 △634,143 14,214,552 238,951

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計

繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

2021年６月１日残高 1,997 140,842 △23,750 468,204 67,042 13,862,967

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △283,288

親会社株主に帰属する当期純利益 1,170,263

自己株式の取得 △142

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） 10,648 288,858 10,250 199,595 16,870 216,465

連結会計年度中の変動額合計 10,648 288,858 10,250 199,595 16,870 1,103,297

2022年５月31日残高 12,646 429,701 △13,499 667,799 83,913 14,966,265
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連結注記表

建物及び構築物 15～47年
機械装置及び運搬具 ９年

連結注記表
1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 OptoSigma Corporation

上海西格瑪光机有限公司
OptoSigma Europe S.A.S.
OptoSigma Southeast Asia Pte. Ltd.

(2) 持分法の適用に関する事項
持分法適用関連会社の数 １社
持分法適用関連会社の名称 タックコート株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、上海西格瑪光机有限公司の決算日は12月末日、OptoSigma Corporation、OptoSigma Europe S.A.S.及びOptoSigma 
Southeast Asia Pte. Ltd.の決算日は３月末日となっております。連結計算書類作成にあたっては、上海西格瑪光机有限公司は３月末現在で実施
した仮決算に基づく計算書類を使用しております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。

(4) 会計方針に関する事項
(ⅰ) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

② 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

棚卸資産
商品・製品・原材料・仕掛品

主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品

主として最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(ⅱ) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
当社：定率法
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物に
ついては定額法
在外連結子会社：定額法
主な耐用年数
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連結注記表

建物及び構築物 15～42年

無形固定資産

ソフトウェア
自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他
定額法
　なお、上海西格瑪光机有限公司の土地使用権については、土地使用契約期間（550か月）に基づき毎期均等償却しております。

リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
長期前払費用

均等償却法
投資不動産

定率法
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物に
ついては定額法
主な耐用年数

(ⅲ) 重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収
可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

役員賞与引当金
　当社は、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

受注損失引当金
　当社は、受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受注契約に係る損失見込額を計上しております。

(ⅳ) 収益及び費用の計上基準
　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する
通常の時点）は、以下のとおりであります。
　当社及び連結子会社においては、要素部品事業においてレーザ用精密光学部品の製造及び販売を、並びにシステム製品事業において光学機
器・装置の製造及び販売を、それぞれ行っております。これらについては、当社グループで予め定めた仕様に基づいた商品又は製品、若しく
は顧客との契約で定めた仕様に基づいた商品又は製品を顧客に引き渡した時点で、顧客が支配を獲得し、履行義務を充足すると判断されるこ
とから、商品又は製品を顧客に引き渡した時点で収益を認識しています。
　これらの商品又は製品の販売に関する取引の対価は、商品又は製品の引き渡し後概ね１年以内に受領しており、重要な変動対価及び金融要
素は含まれておりません。
　なお、当社による設置作業を必要としない商品又は製品については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し、出荷時
において収益を認識しています。

(ⅴ) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。
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連結注記表

② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法
　未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上
しております。

(ⅵ) その他連結計算書類作成のための重要な事項
重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等
の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産
の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めております。

重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約リスクのヘッジについては振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針
主に当社の内規である「デリバティブ管理規定」に基づき、為替変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っておりま
す。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の類型を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しており
ます。

2．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首
から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識
することといたしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首
より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計
方針を適用しておりますが、利益剰余金の当期首残高への影響が軽微であり、当連結会計年度の損益に与える影響が軽微であることから、期
首の利益剰余金残高の調整を行っておりません。又、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従
前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。加えて、収益認識会計基準第
86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契
約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減することとされていますが、期首の利益剰
余金への影響はありません。
　又、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手
形」及び「売掛金」に含めて表示しております。
　この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売上高は10,056千円、販売管理費及び一般管理費は10,056千
円それぞれ減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微であります。又、当連結会計年度の１
株当たり情報に与える影響は軽微であります。
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連結注記表

商品及び製品 988,157千円
仕掛品 430,990千円
原材料及び貯蔵品 1,248,135千円

有形固定資産 6,849,422千円
投資不動産 850,995千円

株式の種類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数
普通株式（株） 7,552,628 － － 7,552,628

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期
首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経
過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用しております。
　これによる、連結計算書類に与える影響はありません。
　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項等の注記を行っております。

3．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで区分掲記して表示しておりました「補助金収入」（当連結会計年度は、21,579千円）は、金額的重要性が乏しくなったた
め、当連結会計年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示しております。

4．会計上の見積りに関する注記
　棚卸資産の評価
(1) 連結貸借対照表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
　当社グループでは棚卸資産の評価について、「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する
事項」に記載しているとおり、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。
　収益性の低下に基づく簿価切り下げについては、連結会計年度末において一定期間における過去の売価実績及び受注状況等により見積りした
正味売却価額が製造原価を下回る場合には、主に当社において当該正味売却価額まで帳簿価額を切り下げております。又、これに加えて、連結
会計年度末において算出した品目ごとの回転期間又は滞留期間の閾値を超える棚卸資産については、過去の販売実績や今後の販売計画を基礎と
して見積りした今後の販売可能性に応じて、規則的に帳簿価額を切り下げております。
　当社グループでは現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判断を行っておりますが、これらの見積りの前提
となる経済情勢の変化や販売計画の見直し、販売価格の急激な変化があった場合には、翌連結会計年度において追加で損失が発生する可能性が
あります。

5．連結貸借対照表に関する注記
　減価償却累計額

6．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項
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決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2021年７月13日

取締役会 普通株式 141,645千円 20円 2021年５月31日 2021年８月６日

2022年１月12日
取締役会 普通株式 141,643千円 20円 2021年11月30日 2022年２月14日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日
2022年７月13日

取締役会 普通株式 141,643千円 利益剰余金 20円 2022年５月31日 2022年８月５日

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

7．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

(ⅰ) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、事業遂行上の設備投資等に必要となる資金については主として自己資金を充当するとともに、銀行等金融機関からの借入に
より調達しております。又、一時的な余資は主に安全性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針であります。デリバティブ取引
については、為替の変動リスクをヘッジするためのものに限定し、当社の内規である「デリバティブ管理規程」に基づき行っております。

(ⅱ) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。又、海外で事業を遂行するにあたり生じる海外向けの営業債
権については、円建取引とすることで為替変動リスクの回避を図っております。
　有価証券及び投資有価証券は、主として満期保有目的の債券、公社債投資信託及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動
リスク又は取引先の信用リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５か月以内の支払期日であります。一部外貨建ての営業債務については為替の変動リ
スクに晒されております。又、借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務については主に短期運転資金及び設備投資資金の調達を
目的としており、期間は最長で３年であります。これについては固定金利による借入れとすることで金利変動リスクの回避を図っております。
　未払法人税等は、国内においては２か月以内に、海外においても翌事業年度中に納付期限が到来するものであります。

(ⅲ) 金融商品に関するリスク管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について営業部が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及
び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　満期保有目的の債券については、経理規程に従い、発行体の格付けの高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、又、満期保有目的の債券以外のもの
については、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。
　外貨建ての営業債務に係る為替変動リスクについては、為替相場の状況に応じて必要に応じ、月別に把握された為替の変動リスクに対して
先物為替予約を利用してヘッジしております。
　デリバティブ取引の執行及び管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、経理部門において行っております。取引実績について
は管理本部長に報告しております。
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連結貸借対照表計上額（千円） 時価（千円） 差額（千円）
投資有価証券 451,426 451,426 －

資産計 451,426 451,426 －
長期借入金 161,564 159,788 △1,775

負債計 161,564 159,788 △1,775

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 390,905

時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
株式 401,824 － － 401,824

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部門において適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、必要とされる手許流動性を維
持すること等により、流動性リスクを管理しております。

(ⅳ) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定
においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2022年５月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等
は含まれておりません（(注) 参照）。又、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務、
短期借入金、リース債務（流動負債）、未払法人税等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま
す。加えて、「有価証券」に含まれる合同運用指定金銭信託及びMMFについては、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することか
ら、注記を省略しております。

(注) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに分類しております。
　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定
における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

① 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(注) 時価算定適用指針第26項に従い、経過措置を適用した投資信託は上表には含めていません。連結貸借対照表における当該投資信託の金額は
金融資産49,601千円です。
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時価（千円）
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 159,788 － 159,788

連結貸借対照表計上額（千円） 当連結会計年度末の時価
（千円）当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

賃貸等不動産 197,316 △27,316 170,000 253,400
賃貸等不動産として使用される部分
を含む不動産 1,669,743 23,366 1,693,109 1,794,600

賃貸収益（千円） 賃貸費用（千円） 差額（千円） その他（千円）
賃貸等不動産 23,469 9,280 14,189 21,420
賃貸等不動産として使用される部分
を含む不動産 102,252 105,135 △2,833 －

② 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
資　産

投資有価証券
　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類して
おります。

負　債
長期借入金

　長期借入金については、元利金の合計額を、同様の新規借入取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

8．賃貸等不動産に関する注記
　当社では、東京都及び埼玉県において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや賃貸用住宅等を所有しております。なお、賃貸オフ
ィスビルの一部については当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産としております。
　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次
のとおりであります。

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減損損失（21,420千円）、減価償却（5,896千円）であります。
3. 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は設備等の取得（55,274千円）であり、減

少額は減価償却（31,908千円）であります。
4. 当連結会計年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額に指標等を用いて調整を行った金額であります。

　又、賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。

(注) 1. 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、営業部門及び管理部門として当社が使用している部分も含むため、当該部分の賃
貸収益は、計上されておりません。なお、当該不動産に係る費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に
含まれております。

2. その他は減損損失であり、特別損失に計上しております。
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報告セグメント（千円）
合計（千円）

要素部品事業 システム製品事業
日本 5,895,956 1,048,848 6,944,805
アメリカ 1,308,086 － 1,308,086
ヨーロッパ 560,437 2,202 562,640
アジア（日本を除く） 1,131,616 327,186 1,458,803
その他 79,768 － 79,768

顧客との契約から生じる収益 8,975,865 1,378,238 10,354,103
その他の収益 － － －
外部顧客への売上高 8,975,865 1,378,238 10,354,103

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 1,720,776千円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 2,085,961千円
契約負債（期首残高） 33,575千円
契約負債（期末残高） 81,635千円

(1) １株当たり純資産額 2,101円38銭
(2) １株当たり当期純利益 165円23銭

9．収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）顧客との契約から生じる収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　(4)会計方
針に関する事項　（ⅳ）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
(3) 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約
から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(ⅰ) 契約資産及び契約負債の残高等

　契約負債は、要素部品事業におけるレーザ用精密光学部品の製造及び販売、並びにシステム製品事業における光学機器・装置の製造及び販
売において、顧客との契約に基づいて商品又は製品の顧客への引き渡し前に顧客から受け取った前受金であります。契約負債は商品又は製品
を顧客に引き渡した時点で顧客が支配を獲得し、履行義務を充足することにより収益が認識されることによって、取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、33,437千円であります。また、当連結会計年度
において、契約負債が48,059千円増加した主な理由は、前受金の入金による増加及び収益の認識による前受金の減少であり、これによりそれ
ぞれ、81,634千円増加し、33,437千円減少しております。

(ⅱ) 残存履行義務に配分した取引価格
　当社及び連結子会社は、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な契約がないため、
実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあり
ません。

10．１株当たり情報に関する注記
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退職給付債務の期首残高 721,081千円
勤務費用 39,180千円
利息費用 718千円
数理計算上の差異の発生額 △4,478千円
退職給付の支払額 △11,822千円

退職給付債務の期末残高 744,679千円

非積立型制度の退職給付債務 744,679千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 744,679千円

退職給付に係る負債 744,679千円
連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 744,679千円

勤務費用 39,180千円
利息費用 718千円
数理計算上の差異の費用処理額 10,147千円
確定給付制度に係る退職給付費用 50,045千円

未認識数理計算上の差異 19,263千円
合　計 19,263千円

11．その他の注記
(1) 退職給付関係

(ⅰ) 採用している退職給付制度の概要
　当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。
　退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

(ⅱ) 確定給付制度
① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

② 退職給付債務の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債の調整表

③ 退職給付費用及びその内訳項目の金額

④ 退職給付に係る調整累計額
退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

⑤ 数理計算上の計算基礎に関する事項
当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　0.1％
なお、当社では勤続年数別の勤続ポイントによる定額制を採用しており、予想昇給率は使用しておりません。

(ⅲ) 確定拠出制度
　当社の確定拠出制度への要拠出額は、37,343千円であります。

(2) 金額の表示
記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表（2022年５月31日現在） (単位：千円)

科目 金額 科目 金額
資産の部
流動資産
現金及び預金
受取手形
電子記録債権
売掛金
有価証券
商品及び製品
仕掛品
原材料及び貯蔵品
前渡金
前払費用
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物
構築物
機械及び装置
車両運搬具
工具、器具及び備品
土地
リース資産
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウェア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
関係会社長期貸付金
破産更生債権等
長期前払費用
繰延税金資産
投資不動産
その他
貸倒引当金　

9,067,553
1,923,476
169,284
809,710
1,754,311
2,000,000
822,891
358,056
1,162,898

2,941
26,351
38,179
△549

6,921,546
3,012,401
1,217,606
113,930
232,872
1,544
59,703

1,318,843
6,621
61,278
53,559
48,892
4,667

3,855,584
464,469
531,188
429,232
70,238
149

21,435
237,507
1,863,109
241,007
△2,754　

負債の部
流動負債 2,295,897
支払手形 200,183
電子記録債務 690,332
買掛金 380,092
１年内返済予定の長期借入金 244,352
リース債務 4,634
未払金 165,019
未払費用 67,752
未払法人税等 301,120
未払消費税等 5,950
前受金 81,635
預り金 112,755
前受収益 925
役員賞与引当金 25,500
受注損失引当金 13,754
その他 1,887

固定負債 990,077
長期借入金 161,564
退職給付引当金 725,415
その他 103,097

負債合計 3,285,974
純資産の部
株主資本 12,451,526
資本金 2,623,347
資本剰余金 3,092,112
資本準備金 3,092,112
利益剰余金 7,370,210
利益準備金 197,670
その他利益剰余金 7,172,540
別途積立金 3,700,000
繰越利益剰余金 3,472,540

自己株式 △634,143
評価・換算差額等 251,598
その他有価証券評価差額金 238,951
繰延ヘッジ損益 12,646
純資産合計 12,703,124

資産合計 15,989,099 負債・純資産合計 15,989,099

計算書類
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損益計算書（2021年６月１日から2022年５月31日まで） (単位：千円)

科目 金額

売上高 8,829,968

売上原価 5,700,650

売上総利益 3,129,318

販売費及び一般管理費 1,866,454

営業利益 1,262,863

営業外収益

受取利息及び配当金 28,421

不動産賃貸料 125,721

その他 58,631 212,774

営業外費用

支払利息 4,255

不動産賃貸費用 68,630

その他 1,692 74,578

経常利益 1,401,060

特別利益

固定資産売却益 927 927

特別損失

減損損失 21,420 21,420

税引前当期純利益 1,380,567

法人税、住民税及び事業税 429,067

法人税等調整額 △80,905 348,162

当期純利益 1,032,404
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2021年６月１日から2022年５月31日まで） (単位：千円)

株　　　主　　　資　　　本

資　本　金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金 資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
2021年６月１日残高 2,623,347 3,092,112 3,092,112 197,670 3,700,000 2,723,424 6,621,094
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △283,288 △283,288
当期純利益 1,032,404 1,032,404
自己株式の取得
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － － － － 749,115 749,115
2022年５月31日残高 2,623,347 3,092,112 3,092,112 197,670 3,700,000 3,472,540 7,370,210

株　　主　　資　　本 評　価　・　換　算　差　額　等
純資産合計

自己株式 株主資本
合　　計

その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評価・換算

差額等合計
2021年６月１日残高 △634,001 11,702,553 349,114 1,997 351,111 12,053,665
事業年度中の変動額

剰余金の配当 △283,288 △283,288
当期純利益 1,032,404 1,032,404
自己株式の取得 △142 △142 △142
株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） △110,162 10,648 △99,513 △99,513

事業年度中の変動額合計 △142 748,972 △110,162 10,648 △99,513 649,459
2022年５月31日残高 △634,143 12,451,526 238,951 12,646 251,598 12,703,124
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建物 15～47年
機械装置 ９年

建物 15～42年

個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法

有価証券
満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
その他有価証券

① 市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

② 市場価格のない株式等
移動平均法による原価法

棚卸資産
商品・製品・原材料・仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
定率法

　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物につ
いては定額法
主な耐用年数

無形固定資産
ソフトウェア

自社利用ソフトウェアは、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
その他

定額法
リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

長期前払費用
均等償却法

投資不動産
定率法
　ただし、1998年４月１日以降取得した建物（建物付属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物付属設備及び構築物につい
ては定額法
主な耐用年数
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(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契約に係る損失見込額を計上しております。

退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

② 数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、
以下のとおりであります。
　当社においては、要素部品事業においてレーザ用精密光学部品の製造及び販売を、並びにシステム製品事業において光学機器・装置の製造及
び販売を、それぞれ行っております。これらについては、当社で予め定めた仕様に基づいた商品又は製品、若しくは顧客との契約で定めた仕様
に基づいた商品又は製品を顧客に引き渡した時点で、顧客が支配を獲得し、履行義務を充足すると判断されることから、商品又は製品を顧客に
引き渡した時点で収益を認識しています。
　これらの商品又は製品の販売に関する取引の対価は、商品又は製品の引き渡し後概ね１年以内に受領しており、重要な変動対価及び金融要素
は含まれておりません。
　なお、当社による設置作業を必要としない商品又は製品については、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項を適用し、出荷時にお
いて収益を認識しています。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっておりま
す。

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法

為替予約リスクのヘッジについては振当処理の要件を満たしているため、振当処理を採用しております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…外貨建金銭債務及び外貨建予定取引

ハ．ヘッジ方針
主に当社の内規である「デリバティブ管理規定」に基づき、為替変動リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行っております。

ニ．ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の類型を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しておりま
す。

2．会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から
適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ
ととしました。
　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前
に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適
用しておりますが、繰越利益剰余金の当期首残高への影響が軽微であり、当事業年度の損益に与える影響が軽微であることから、期首の繰越利
益剰余金残高の調整を行っておりません。又、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱いに
従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。加えて、収益認識会計基準第86項また書き(1)
に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計
処理を行い、その累積的影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減することとされていますが、期首の繰越利益剰余金への影響はあり
ません。
　この結果、収益認識会計基準の適用を行う前と比べて、当事業年度の売上高は8,072千円、販売管理費及び一般管理費は8,072千円それぞれ減
少しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。又、当事業年度の１株当たり情報に与える影響
は軽微であります。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首か
ら適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的
な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、当事業年度におい
て、計算書類に与える影響はありません。

3．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「営業外収益」の「為替差益」（当事業年度は、17,024千円）は金額的重要性が乏しくなっ
たため、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。
　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「営業外収益」の「補助金収入」（当事業年度は、18,376千円）は金額的重要性が乏しくな
ったため、当事業年度より「営業外収益」の「その他」に含めて表示しております。
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商品及び製品 822,891千円
仕掛品 358,056千円
原材料及び貯蔵品 1,162,898千円

有形固定資産 5,571,292千円
投資不動産 850,995千円

短期金銭債権 157,141千円
長期金銭債権 70,238千円
短期金銭債務 22,873千円

長期金銭債務（役員退職慰労金） 23,830千円

営業取引による取引高
売上高 860,094千円
仕入高及び外注加工費 631,288千円

営業取引以外の取引高
受取利息 1,137千円
受取配当金 22,826千円

自己株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数
普通株式（株） 470,375 75 － 470,450

4．会計上の見積りに関する注記
棚卸資産の評価

(1) 貸借対照表に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社では棚卸資産の評価について、「1．重要な会計方針に係る事項に関する注記　(1) 資産の評価基準及び評価方法」に記載しているとお
り、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定しております。
　収益性の低下に基づく簿価切り下げについては、当事業年度末において一定期間における過去の売価実績及び受注状況等により見積りした正
味売却価額が製造原価を下回る場合には、当該正味売却価額まで帳簿価額を切り下げております。又、これに加えて、当事業年度末において算
出した品目ごとの回転期間又は滞留期間の閾値を超える棚卸資産については、過去の販売実績や今後の販売計画を基礎として見積りした今後の
販売可能性に応じて、規則的に帳簿価額を切り下げております。
　当社では現在の状況及び入手可能な情報に基づき、合理的と考えられる見積り及び判断を行っておりますが、これらの見積りの前提となる経
済情勢の変化や販売計画の見直し、販売価格の急激な変化があった場合には、翌事業年度において追加で損失が発生する可能性があります。

5．貸借対照表に関する注記
(1) 減価償却累計額

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(3) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務

6．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

7．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の総数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り75株による増加であります。
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繰延税金資産
役員退職慰労金に係る未払金 7,129千円
棚卸資産評価損 149,387千円
関係会社株式評価損 90,514千円
減損損失 73,492千円
退職給付引当金 217,044千円
減価償却費 4,241千円
その他 41,280千円
繰延税金資産小計 583,091千円
評価性引当額 △238,694千円

繰延税金資産合計 344,397千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △101,489千円
その他 △5,399千円

繰延税金負債合計 △106,889千円
繰延税金資産の純額 237,507千円

法定実効税率 29.9％
（調整）
住民税均等割 1.1％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.1％
法人税等特別控除 △2.3％
評価性引当額の減少 △3.7％
その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.2％

(1) １株当たり純資産額 1,763円67銭
(2) １株当たり当期純利益 145円77銭

8．税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

9．収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　9．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載して
おりますので注記を省略しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他の注記
金額の表示
　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。


